
 

総務部 目標 
 
【概要】 

総務部は、総務課・防災安全課・企画課・移住定住推進室・秘書広報課・財政課・資産

経営課の６課１室で構成し、議会、庁内各部課の調整、統計、条例及び規則、職員に関す

る施策、防災・減災、交通安全、防犯施策、市勢振興の企画及び調査、公共交通に関する

施策、移住・定住に関する施策、秘書、褒章、表彰、広報及び広聴、予算、契約事務、経

営改革、公共施設の再配置、市が所有する財産の管理・処分、自治体ＤＸの推進等に関す

る施策に取り組んでいます。 

総務部の目標（令和４年度） 
総務部長  中山 正之 

総務部参与 石川 富博 

【基本方向】 

 富津市みらい構想で市が目指す将来像として掲げた「誇りと愛着を持てるまち ふっ

つ」の実現に向け、同構想で優先計画としている「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に

基づく取組み及び経営改革を着実に進めます。業務の総合的な調整を行い、効率的で効果

的な行政経営を推進します。 

【達成すべき目標】 

１ 地域（地区）防災訓練の実施 

  令和元年房総半島台風をはじめ、頻発

化・激甚化する風水害、いつ起こっても

おかしくない大地震に備え、地域の特性

に応じたきめ細やかな訓練を実施し、地

域防災力の向上を図ります。 

  また、災害対策本部訓練など、職員に

対する訓練も実施します。 

 

 

 

２ 交通空白地における移動手段導入の推進 

  峰上地区を対象に、自家用有償旅客運

送制度を活用した新たな移動手段の実証

運行を開始します。 

また、その他の公共交通空白地において

も、地域特性にあった移動手段の導入可能

性を検討します。 

 

３ 移住・定住の促進 

本市への転入促進を図るため、空家バン

ク登録物件数及び利用登録数の増加を図

ります。 

【目標の達成度】 

１ 地域（地区）防災訓練の実施 

  竹岡地区地震・津波避難訓練をはじ

め、千種新田１区から３区、二間塚区、

八幡区において各地域の特性に応じた防

災訓練を計４回実施しました。 

  また、市職員の災害対応力を向上させ

るため、避難所開設訓練や災害対策本部

訓練等を実施したほか、消防大学校客員

教授を招き災害発生時の図上訓練等を実

施しました。 

 

２ 交通空白地における移動手段導入の推進 

  峰上地区において、地域と連携した地

域特性に合った移動手段の導入検討を進

め、令和４年12月から自家用有償旅客運

送制度を活用した実証運行を開始しまし

た。 

 

 

３ 移住・定住の促進 

  空家バンク登録実績は、５件（売買２

件、賃貸３件）であり、成約件数は、３

件であります。そのうち２件２人が市内



 

また、移住後の生活をより具体的にイメ

ージしてもらうため、暮らし体験や、主要

施設等を巡る移住案内を実施します。 

 

 

 

４ 経営改革の推進 

  将来を見据え、確実な財政基盤の強化

を図るため、行財政全般にわたる経営改

革推進の指針となった富津市中期財政計

画に基づき、財政規律指標の維持・改善

に取り組みます。また、限られた経営資

源をより一層、効率的、効果的に活用す

るため、絶え間ない経営改革に取り組み

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 自治体ＤＸの推進 

  情報通信技術を活用して市民の利便性

向上や職員の業務効率化を図るため、マ

イナポータルからのオンライン申請の仕

組みの構築や新たなＩＣＴツールの導入

を行います。 

また、こうしたＤＸの取組みを積極的

に周知します。 

 

 

 

 

 

 

６ 次期富津市職員定員適正化計画の策定 

  本市の実態に即した定員管理を継続的

に移住されました。 

  また、８件18人の移住希望者につい

て、移住コンシェルジュによる移住案内

を実施し、１件２人の方が市内に移住さ

れました。 

 

４ 経営改革の推進 

今後５年間の中期収支見込みの見直し

を行い、財政規律指標である財政調整基

金残高及び地方債残高目標額の維持・向

上を図りました。 

また、人事評価結果の勤勉手当への反

映や昇任試験の見直しなど能力や意欲の

ある職員育成のための人事制度の見直

し、旧学校施設の民間事業者への貸付な

どによる未利用市有地等の有効活用、図

書館整備事業に係るガバメントクラウド

ファンディングによる新たな資金調達方

法の導入、オンライン申請のためのツー

ルや会議録作成支援システムの導入によ

るＩＣＴの活用、市単独補助金の適正交

付に向けた見直しなどに取り組みまし

た。 

 

５ 自治体ＤＸの推進 

行政手続に係る市民の利便性向上のた

め、マイナポータルからのオンライン申

請のためのシステム構築を行ったほか、

オンライン申請のためのツールとして

「ロゴフォーム」を導入しました。 

また、職員の業務効率化に向け、会議

の音声データから自動で文字起こしを行

う会議録作成支援システムの導入や、Ｗ

ＥＢ会議の増加に対応した環境整備に取

り組みました。 

さらに、市のＤＸの取組みについて、

ホームページで紹介しました。 

 

６ 次期富津市職員定員適正化計画の策定 

  令和４年６月に、令和５年度から令和



 

に推進するため、令和４年６月を目途に

令和５年度から令和９年度を期間とする

次期富津市職員定員適正化計画を策定し

ます。 

 

７ 公有財産の適正管理と活用 

  閉校施設や浅間山運動公園周辺市有地

など未利用となっている市有財産につい

て、利活用事業者の公募等を実施し、有

効活用に繋げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 市民便利帳改訂版の作成 

  市民の暮らしに役立つ最新の行政情報

を掲載した情報誌「市民便利帳」の改訂

版を作成し、市民サービスの向上を図り

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９年度までを期間とする富津市職員定員

適正化計画を策定し、公表しました。 

 

 

 

７ 公有財産の適正管理と活用 

未利用となっていた市有財産1件につい

て、入札を経て貸付を開始したほか、浅

間山運動公園周辺市有地の利活用事業者

を公募し、優先交渉権者を決定しまし

た。また、閉校施設については、旧環南

小学校の利活用事業者を２回の公募を経

て決定し、令和５年４月から貸付予定と

しています。旧天羽東中学校について

は、優先交渉権者に選定した事業者が辞

退したため再公募を行い、新たな優先交

渉権者を決定しました。旧竹岡小学校に

ついても２回のワークショップを経て、

利活用事業者の募集を開始しました。 

 

８ 市民便利帳改定版の作成 

  協働発行事業者と共に2023年度版の市

民便利帳を作成しました。令和5年4月末

までに市内全世帯へ配布するとともに市

内公共施設等へも配置するなど、市民の

皆様に最新の行政情報をお知らせし、市

民サービスの向上を図ります。また、転

入者には市窓口で配布いたします。 

 

 



 

総務課 目標 
 
【概要】 

総務課は、行政係・職員係の２係11名で構成し、議会、庁内各部課の調整、議案の取り

まとめ、例規審査、各種統計調査、職員に関する各種施策等に取り組んでいます。 

総務課の目標（令和４年度） 総務課長 髙梨 正之 

【基本方向】 

議会、庁内各課との連絡調整、例規審査等を通じて、組織全体を取りまとめ、また、職

員の定員管理や各種研修による人材育成、人事評価、福利厚生、健康管理等により、職員

が持てる能力を発揮し、適正かつ効率的で効果的な業務の執行が可能な職場環境をつくり

ます。 

【達成すべき目標】 

１ 次期富津市職員定員適正化計画の策定 

  本市の実態に即した定員管理を継続的

に推進するため、令和４年６月を目途に

令和５年度から令和９年度を期間とする

次期富津市職員定員適正化計画を策定し

ます。 

 

２ タブレット端末を活用したペーパーレ

ス会議の導入 

  利便性の向上と情報伝達の迅速化、印

刷による経費及び労務の削減のため、議

会や庁議等において、タブレット端末を

活用したペーパーレス会議が実施できる

体制を整えます。 

 

 

３ 定年延長制度の整備 

  令和５年度に施行される定年延長制度

に向け、関係例規の改正等を行います。 

 

４ 個人情報の保護に関する例規整備 

  令和５年度に施行される個人情報保護

制度の改正に伴い、関係例規の改正等を

行います。 

 

 

 

【目標の達成度】 

１ 次期富津市職員定員適正化計画の策定 

  令和４年６月に、令和５年度から令和

９年度までを期間とする富津市職員定員

適正化計画を策定し、公表しました。 

 

 

 

２ タブレット端末を活用したペーパーレ

ス会議の導入 

  タブレット端末の調達が入札の不調に

より予定が遅れたものの、本年度中に紙

との併用ではありますが、タブレット端

末を活用したペーパーレス会議を３月定

例会で試験的に導入することができまし

た。 

 

３ 定年延長制度の整備 

  関係例規の改正を行うとともに、職員

への情報提供等を行いました。 

 

４ 個人情報の保護に関する例規整備 

  条例の制定にあっては、所定の手続き

を行ったうえで、議会へ上程し議決され

ました。令和５年施行に向け付随して行

わなければならない個人情報ファイル簿

の作成や職員への研修も予定どおり進め

ることができました。 

 



 

防災安全課 目標 
 
【概要】 

防災安全課は、防災安全係１係７名で構成し、市民の安全、安心な生活を確保するため

に防災・減災、交通安全、防犯施策に取り組んでいます。 

防災安全課の目標（令和４年度） 防災安全課長 秦野 憲一 

【基本方向】 

 市民の防災意識の高揚とともに地域防災力の向上を図り、災害に強いまちづくりを推進

します。また、市民の交通安全・防犯意識の高揚を図り、安全・安心なまちづくりを推進

します。 

【達成すべき目標】 

１ 避難行動要支援者の個別避難計画の策

定支援 

  高齢者や障がい者など避難に支援が必

要な方が、迅速かつ適切に避難できるよ

う「避難行動要支援者名簿」の見直しを

実施し、要支援者ごとの「個別避難計

画」の作成を支援します。 

 

 

 

２ 地域（地区）防災訓練の実施 

  令和元年房総半島台風をはじめ、頻発

化・激甚化する風水害、いつ起こっても

おかしくない大地震に備え、地域の特性

に応じたきめ細やかな訓練を実施し、地

域防災力の向上を図ります。 

  また、災害対策本部訓練など、職員に

対する訓練も実施します。 

 

 

 

３ 総合防災マップ・ウェブ版ハザードマ

ップの啓発 

  今後も予想される台風災害や、大規模

地震などによる人的被害を出さないた

め、個人の準備や適切な避難行動がとれ

るよう、出前講座等を通じて総合防災マ

ップの活用を啓発します。 

 

【目標の達成度】 

１ 避難行動要支援者の個別避難計画の策

定支援 

市内全域を対象に名簿掲載に伴う意向

調査を行い、当初の約8,000人から約

4,600人へ「避難行動要支援者名簿」の見

直しを実施しました。 

また、意向調査に伴い個別避難計画の

作成を希望する方には作成支援も実施し

ました。 

 

２ 地域（地区）防災訓練の実施 

  竹岡地区地震・津波避難訓練をはじ

め、千種新田１区から３区、二間塚区、

八幡区において各地域の特性に応じた防

災訓練を計４回実施しました。 

  また、市職員の災害対応力を向上させ

るため、避難所開設訓練や災害対策本部

訓練等を実施したほか、消防大学校客員

教授を招き災害発生時の図上訓練等を実

施しました。 

 

３ 総合防災マップ・ウェブ版ハザードマ

ップの啓発 

  出前講座や防災訓練を通じて、日頃か

らの備えの重要性や適切な避難行動の確

認など、総合防災マップ（富津市防災ハ

ザードマップ）及びウェブ版ハザードマ

ップを活用した啓発活動を実施しまし

た。 



 

４ 地域防災計画の修正 

  法改正による制度の変更や千葉県によ

る高潮浸水想定区域、小河川浸水想定区

域の指定に伴い、「富津市地域防災計

画」の修正を実施し、市民の生命、身体

及び財産を災害から守るための防災対策

に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 地域防災計画の修正 

  令和４年度末時点で計画の修正に至っ

ておりません。組織改編や法改正による

制度変更等を反映した修正版の地域防災

計画を令和５年度に策定します。 

 



 

企画課 目標 
 
【概要】 

企画課は、移住定住推進室・企画係・公共交通係の１室２係10名で構成し、富津市みらい

構想の策定、男女共同参画計画の策定、ふるさとふっつ応援寄附の推進、地域公共交通計画

の推進、移住定住の促進に取り組んでいます。 

企画課の目標（令和４年度） 企画課長 阿部 淳一郎 

【基本方向】 

 市が目指す将来像を示すとともに市民と共有し、その実現に向けて施策を着実に実行す

るため、富津市みらい構想の策定に取り組みます。また、男女共同参画のまちづくりを総

合的かつ計画的に推進するため、新たな計画策定に取り組みます。 

交通空白地に地域特性にあった移動手段を導入し、市民の移動手段を確保し、生活利便

性の維持向上を図ります。 

【達成すべき目標】 

１ 富津市みらい構想の策定 

  市が目指す将来像と市が直面している

課題を市民に分かりやすく示し、共有し

つつ、各種施策を着実に実行するため、

市の計画の最上位に位置付ける構想とし

て「富津市みらい構想」を策定します。 

 

 

 

２ 男女共同参画計画の策定 

昨年度実施した市民アンケート、男女共

同参画審議会、パブリックコメント等の意

見を踏まえ、男女共同参画社会の実現に向

けた課題や施策をとりまとめ、計画を策定

します。 

 

３ ふるさとふっつ応援寄附の推進 

年間寄附額５億円達成に向けて、効果的

なプロモーション策を実施し新たな寄附

者、リピーターを確保するほか、新たな返

礼品の開発を進めていきます。 

また、企業版ふるさと納税の推進を図る

ため、積極的なＰＲを行っていきます。 

 

４ 交通空白地における移動手段導入の推進 

  峰上地区を対象に、自家用有償旅客運

【目標の達成度】 

１ 富津市みらい構想の策定 

  市の将来像の実現に向けて取り組む施

策をとりまとめ、パブリックコメントの

意見等を踏まえ、富津市みらい構想を策

定し、６月議会にて議決されました。 

  また、計画書の策定後は、印刷製本を

行い、区長回覧等を通じ市民への周知を

行いました。 

 

２ 男女共同参画計画の策定 

  市民アンケートの調査結果及び富津市

男女共同参画審議会においての意見等を

参考に計画書を策定し、令和５年３月末に

公表しました。 

 

 

３ ふるさとふっつ応援寄附の推進 

  各ふるさと納税ポータルサイトでの広

告や大規模イベントへ参加しPR活動を行

ったほか、寄附者のニーズに即したアウト

ドア関連の新規返礼品の開拓を行ったが、

目標額５億円の達成には至りませんでし

た。 

 

４ 交通空白地における移動手段導入の推進 

  峰上地区において、地域と連携した地域



 

送制度を活用した新たな移動手段の実証

運行を開始します。 

また、その他の公共交通空白地において

も、地域特性にあった移動手段の導入可能

性を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特性に合った移動手段の導入検討を進め、

令和４年12月から自家用有償旅客運送制

度を活用した実証運行を開始しました。 

 



 

移住定住推進室 目標 
 
【概要】 

移住定住推進室は、担務制２名で構成し、移住・定住の促進、民間事業者などと連携した

移住・定住プロモーションに取り組んでいます。 

移住定住推進室の目標（令和４年度） 移住定住推進室長 小網代 昇 

【基本方向】 

 移住しやすい環境を整えるため、移住相談・移住案内による移住・定住促進を図りま

す。また移住・定住プロモーションを促進するため、民間事業者などと連携し、移住情報

の発信に取り組みます。 

【達成すべき目標】 

１ 移住相談及び移住案内の実施 

富津市での移住後の生活をより具体的

にイメージしてもらうため、本市での暮ら

し体験や、主要施設等を巡る移住案内を実

施します。 

 

２ 市外からの転入促進 

本市への転入促進を図るため、空家バン

ク登録物件数及び利用登録数の増加を図

ります。また、市の知名度向上のため、移

住・定住プロモーション映像のデジタルサ

イネージ等による配信や地域おこし協力

隊による、移住・定住情報の発信を実施し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【目標の達成度】 

１ 移住相談及び移住案内の実施 

  ８件18人の移住希望者について、移住

コンシェルジュによる移住案内を実施

し、１件２人の方が市内に移住されまし

た。 

 

２ 市外からの転入促進 

  空家バンク登録実績は、５件（売買２

件、賃貸３件）であり、成約件数は、３

件であります。そのうち２件２人が市内

に移住されました。 

  移住・定住プロモーション事業とし

て、首都圏駅（東京、横浜駅）で展開し

ました。 

  また、地域おこし協力隊による、ＳＮ

Ｓによる、情報発信を実施しました。 

 



 

秘書広報課 目標 
 
【概要】 
  秘書広報課は、秘書広報係１係５名で構成し、市長、副市長の秘書、渉外、儀

式、褒章及び表彰に関すること、「広報ふっつ」の発行、市ホームページやＳＮ

Ｓ等での情報発信、市民の皆さんのご意見等をお聴きする「市民の声」等に関す

る業務などを行っています。 

秘書広報課の目標（令和４年度） 秘書広報課長 牧野 常夫 

【基本方向】 

 市長、副市長の効率的なスケジュール管理を行うと共に、行政情報、地域の魅力等をよ

り分かりやすく、迅速かつ確実に発信し、また、市民の皆さんからのご意見等に速やかに

対応するため、各担当課と綿密な連絡調整に努めます。 

【達成すべき目標】 

１ 市長、副市長のスケジュール等の効率

的な管理 

  市長、副市長が出席する行事の詳細を

把握し、会議や打合せ等も含め効率的な

スケジュール管理を行います。 

 

 

 

 

２ ふっつの魅力発信事業の推進 

  行事や催し物、地域の魅力や市政情報

等を各課と協力しながら、各種の広報媒

体やＳＮＳ等を活用し、発信していきま

す。 

 

 

 

 

 

 

３ 広聴業務の円滑な対応 

  市民の皆さんからのご意見等を直接お

聴きする「市民の声」やメール等による

投稿に対して、迅速な対応や回答に向け

各担当課との連携を密にします。 

 

 

【目標の達成度】 

１ 市長、副市長のスケジュール等の効率

的な管理 

令和４年度の市長・副市長のスケジュ

ールは12月末までに1,315件と昨年度との

比較では若干減少していますが、開催さ

れる会議や行事等について詳細を把握

し、適切なスケジュール管理を行いまし

た。 

 

２ ふっつの魅力発信事業の推進 

  令和４年度の市ホームページへのアク

セス数は12月末現在2,433,202件で、前年

実績との比較では25.8％増加しました。

増加要因は閲覧者の興味を引く情報をト

ップページに掲載するなど工夫したこと

も一因と考えます。 

  その他にも市公式ラインアカウントや

Twitter、Facebook等を活用し各種の情報

発信を行いました。 

 

３ 広聴業務の円滑な対応 

  お寄せいただいた各種のご意見、ご要

望を漏れなく各所管課に伝え、迅速な回

答に努める等、適切に処理することがで

きました。また、業務の参考とするため

全職員に情報の共有化を図っています。 

 



 

４ 市民便利帳改訂版の作成 

  市民の暮らしに役立つ最新の行政情報

を掲載した情報誌「市民便利帳」の改訂

版を作成し、市民サービスの向上を図り

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 市民便利帳改定版の作成 

  協働発行事業者と共に2023年度版の市

民便利帳を作成しました。令和5年4月末

までに市内全世帯へ配布するとともに市

内公共施設等へも配置するなど、市民の

皆様に最新の行政情報をお知らせし、市

民サービスの向上を図ります。また、転

入者には市窓口で配布いたします。 

 



 

財政課 目標 
 
【概要】 

財政課は、財政係・経営改革推進係・契約検査係の３係10名で構成し、予算編成、地方

交付税、市債、経営改革、契約・検査等にかかる事務を行っています。 

財政課の目標（令和４年度） 財政課長 花田 康宏 

【基本方向】 

 将来にわたり持続可能な行財政経営の実現に向け、経営改革を着実に推進し、健全な財

政運営を堅持します。 

また、契約事務の適正な執行、厳格な工事検査を実施します。 

【達成すべき目標】 

１ 中期収支見込みの見直し 

中期財政計画【経営改革５か年計画】

に示した中期収支見込みについて、前年

度の決算状況や社会情勢の変化など、将

来の財政運営に影響を与える要素を勘案

したうえで見直しを行うとともに、財政

規律指標の維持・向上を図ります。 

 

 

 

 

２ 経営改革の推進 

  限られた経営資源を、より一層効率

的・効果的に活用するため、中期財政計

画【経営改革５か年計画】実行計画の各

実施項目について取組を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 契約事務の改善 

  契約事務の見直しを検討し、業務の適

正化及び効率化を図ります。 

【目標の達成度】 

１ 中期収支見込みの見直し 

令和４年９月に中期財政計画【経営改

革５か年計画】に示した中期収支見込み

の見直しを行い、今後５年間の収支均衡

と財政規律指標の維持・向上を図りまし

た。 

・財政調整基金残高（Ｒ７末） 

  目標額:22億円以上 見込額:25.3億円 

・地方債残高（Ｒ７末） 

  目標額:180億円以下 見込額:178.6億円 

 

２ 経営改革の推進 

  人事評価結果の勤勉手当への反映や昇

任試験の見直しなど能力や意欲のある職

員育成のための人事制度の見直し、旧学

校施設の民間事業者への貸付などによる

未利用市有地等の有効活用、図書館整備

事業に係るガバメントクラウドファンデ

ィングによる新たな資金調達方法の導

入、オンライン申請のためのツールや会

議録作成支援システムの導入によるＩＣ

Ｔの活用、市単独補助金の適正交付に向

けた見直しなどに取り組みました。 

 

３ 契約事務の改善 

契約事務の見直しを行い、制限付き一

般競争入札における１者入札の有効化及

び随意契約による上限の見直しを行いま

した。 



 

資産経営課 目標 
 
【概要】 
 資産経営課は、資産経営係・管財係・情報係の３係９名で構成し、公共施設の再配置、市

が所有する財産の管理・処分、情報通信技術を活用した市民サービスの向上や業務の効率化

に取り組んでいます。 

資産経営課の目標（令和４年度） 資産経営課長 小川 真司 

【基本方向】 

 次世代への負担をできる限り軽減するため、公共施設マネジメントを推進し、公有財産

の適正な管理と活用を図ります。また、市民に質の高いサービスを提供するために、新た

なＩＣＴツールの導入など自治体ＤＸを推進します。 

【達成すべき目標】 

１ 公有財産の適正管理と活用 

  閉校施設や浅間山運動公園周辺市有地

など未利用となっている市有財産につい

て、利活用事業者の公募等を実施し、有

効活用に繋げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 公共施設マネジメントの推進 

  公共施設について、個別施設計画の策

定及び適正管理を進めるほか、引き続き

再配置に取組みます。 

 

 

３ 庁舎管理業務 

  市役所本庁舎について、庁舎中長期保

全計画に基づき、機能を損なうことな

く、通常業務が適切に行えるよう適正に

管理します。また、緊急的・突発的な修

繕が必要な場合や、庁舎管理上の問題が

【目標の達成度】 

１ 公有財産の適正管理と活用 

未利用となっていた市有財産１件につ

いて、入札を経て貸付を開始したほか、

浅間山運動公園周辺市有地の利活用事業

者を公募し、優先交渉権者を決定しまし

た。 

また、閉校施設については、旧環南小

学校の利活用事業者を２回の公募を経て

決定し、令和５年４月から貸付予定とし

ています。旧天羽東中学校については、

優先交渉権者に選定した事業者が辞退し

たため再公募を行い、新たな優先交渉権

者を決定しました。旧竹岡小学校につい

ても２回のワークショップを経て、利活

用事業者の募集を開始しました。 

 

２ 公共施設マネジメントの推進 

策定済みの個別施設計画を市のホーム

ページで公表したほか、地域コミュニテ

ィ施設の今後の方針について、意向調査

の結果等を踏まえ決定しました。 

 

３ 庁舎管理業務 

庁舎中長期保全計画に基づく改修工事

について滞りなく実施したほか、年度途

中での緊急的・突発的な修繕について

も、適切に対応しました。 

 



 

生じた場合は速やかに対応します。 

 

４ 自治体ＤＸの推進 

  情報通信技術を活用して市民の利便性

向上や職員の業務効率化を図るため、マ

イナポータルからのオンライン申請の仕

組みの構築や新たなＩＣＴツールの導入

を行います。 

また、こうしたＤＸの取組みを積極的

に周知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 自治体ＤＸの推進 

行政手続に係る市民の利便性向上のた

め、マイナポータルからのオンライン申

請のためのシステム構築を行ったほか、

オンライン申請のためのツールとして

「ロゴフォーム」を導入しました。 

また、職員の業務効率化に向け、会議

の音声データから自動で文字起こしを行

う会議録作成支援システムの導入や、WEB

会議の増加に対応した環境整備に取り組

みました。 

さらに、市のＤＸの取組みについて、

ホームページで紹介しました。 

 


